「四方よし」のささえ愛事業企画概要
―　地域包括ケア推進モデル的事業　―

一般財団法人　創造くまもと

事業コンセプト
　・高齢化社会を迎え、地域包括ケアが推進される中に在宅生活を支援する必要が求められていが、生活現場では決め手になる具体的施策に乏しい現状がある。
　・地方では都市部であっても過疎の進展による限界集落的傾向がみられ買物難民が発生しているため、在宅生活の継続が困難となっている。
　・地域包括ケアの基幹組織である包括支援センターが中心的役割を担い、在宅生活の継続推進を支援することが求められているため、流通事業者とタイアップし拠点配送システムを構築して生活用品購入を支援することで、生活者は在宅の継続可能である「よし」、流通事業者は低廉な経費で売上増となる「よし」、包括支援センターは役割の遂行ができる「よし」という三方よしの事業となる。ひいては行政も住民サービスの向上を図ることができる「よし」があり、「四方よし」の事業となる。
　　
事業手法
　・包括支援センター(地域サテライト含む)を拠点とし、住民から購入物品依頼を受け、流通事業者に連絡し、毎日１回定時に拠点配送ののち、住民が拠点において受取。(裏面イメージ)
　・購入代金支払手法は個別事情により別途打合せ検討。(本来は事業者提携カードが望ましい)

事業実施地域
　・熊本市西区松尾、小島、中島地域をモデルとする。(既存生活用品等商店不存在地域)

事業実施者
　(事業主体)　包括支援センター　　(事業協力)　流通事業者

事業による効果
　(メリット)　　事業主体---地域包括ケアシステムづくり職務遂行
　　　　　　　　事業協力者---売上増・企業イメージ向上・地域認知度向上
　(デメリット)　事業主体---業務負担増・金銭受払事故リスク
　　　　　　　　事業協力者---配送経費増・配送物事故

事業費用及び課題
　・事業主体は発生なし。事業協力者は配送費用のみ。生鮮品等保管の冷蔵冷凍庫設置検討。

展開事項
　・既存にないシステムによる行政及びプレスリリースを通じたPR効果およびシステム全国展開
事業手法イメージ図

住民


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注文　　　　受渡


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　松尾西・松尾東・小島・中島包括支援センター



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　取次　　　　配送
事業協力者店舗



※発注は電話及びFAX使用
※包括支援センターにおいては非営利のため手数料等の聴衆は行わない。
※商品代金はカード決済が高齢者で行いにくい想定により現金または口座振替による


(参考事項)
[bookmark: _Hlk52617781]　・対象地域人口10,839人、世帯数4480 (2018年3月)。
　・対象地域高齢化率32.38%(2018年3月)。
　・実施地域商店は小規模スーパーおよび青果店各１ならびにコンビニ2。
　・対象地域高齢者買物実態(包括支援センター全戸実態調査より)
　　　近隣の互助による自家用車同乗
　　　週１回の一部地域移動販売の活用
・地域包括支援センターの性格
　　　熊本市からの受託による対象地域の総合的支援事業所(非営利)
　・地域包括支援センター活動実績
　　　郵便局と連携した見守りシステム構築
在宅歯科診療の推進構築
特定検診の新たな受診方式の提案
地域活動サロン22か所立ち上げと毎月の支援を
地域ケア会議開催
高齢者緊急情報提供機材「みまも郎」全戸配布

※　本提言は都市内において集落維持困難と想定されるモデル地域を設定しているが、都市部　　　
　　において高齢化と商店の廃業が進む同様の地域で実施することも十分考えられる。
